
輌革   

療機関（指定介護予防サービス基準第242条第1項に規定する協力  

医療職開をいう。）又は当該利用者の主治医に対して、当該利用  
者の健康の状況について月に1回以上情報を提供した場合には、  
医療機関連携加算として、1月につき80単位を所定単位数に加算  
払 

11介吉隻予防福祉用具貸与費（1月につき）   

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第266   

条第1項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同   
じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービス   
基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。）   

を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した糞用の額を   
当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の   
単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、これを四   
捨五入して得た単位数）とする。   
注1搬出入に要する費用は、現に指定介護予防福祉用具貸与に要  
した費用に含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、  

指定介護予防福祉用具貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める  
地域に所在する場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸  

与の開始日の属する月に、指定介護予防福祉用具貸与事業者（指  
定介護予防サービス基準第266条第1項に規定する指定介護予防  

福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の重量の実施  
地域（指定介護予防サービス基準第270条第5号に規定する通常  
卿）において指定介護予防  
福祉用具貸与を行う場合に要する交通費（当該指定介護予防福  
祉用具貸与に係る福祉用具の往復の運搬に奏する経費及び当該  
福祉用具の調整等を行う当該指定介護予防福祉用具貸与事業者  
の専門相談員1名の往復の交通費を合算したものをいう且過王  

旦旦。）に相当する額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所  
の所在地に適用される1単位の単価で除して得た単位数を、個  

々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具貸与に係る介護  
予防福祉用具貸与費の100分の100に相当する額を限度として所  
定単位数に加算する。  

2 鋸こ厚生労働大臣が定める地域に所在し、カ、つ、矧‖こ厚生男  
働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防福祉用具貸与  
事業所の場合にあって†ま、当該指定介護予防福祉用具貸与の開  

11介護予防福祉用具貸与糞（1月につき）   

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第266   

条第1項ヒ規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同   

じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービス   

基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。）   

を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した車用の額を   
当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の   
単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、これを四   
捨五入して得た単位数）とする。  

注1 搬出入に要する費用は、現に指定介護予防福祉用具貸与に要  
した費用に含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、  

指定介護予防福祉用具貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める  
地域に所在する場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸  
与の開始日の属する月に、指定介護予防福祉用具貸与事業者（指  

定介護予防サービス基準第266条第1項に規定する指定介護予防  

福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の業務の実施  
地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合に要する交  

通費（当該指定介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の往復の  
運搬に要する経糞及び当該福祉用具の調整等を行う当該指定介  
護予防福祉用具貸与事業者の専門相談員1名の往復の交通費を  
合算したものをいう。）に相当する額を当該指定介護予防福祉  
用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の単価で除して得  

た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具  
貸与に係る介護予防福祉用具貸与費の100分の100に相当する額  
を限度として所定単位数に加算する。  
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埠甲卿防橿社用異貸与事業者の通   

常の事業卿ラ   場合1こ要す碑臨を当   該指窄介卿る1単  
位の単価で除し御頒  

定介紳   の2卿  3潤し  
㈱実施地域を越えて事旨定介吉隻予防碍社用具貸与  

そ行った埠合嵯、瑚始日の属  

する月に、当該指定介護予防福祉用具貸与事筆者の通常の事琴   
の実施地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合に要  

する交通費榊   

護予防福祉用具卿   

で除して得た単位数そ、岬予   

防福祉用具貸与に係る介護予防福祉卿目   

当する額を限度として所柳  

生 要支援者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び   

介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成11年厚生省   
告示第93号）第1項に規定する幸いす、同告示第2項に規定す   

る幸いす付属品、同告示第3項に規定する特殊寝台、同告示第   
4項に規定する特殊寝台付属品、同告示第5項に規定する床ず   
れ防止用具、同告示第6項に規定する体位変換器、同告示第11   
項に規定する認知症老人排梱感知機器及び同告示第12項に規定   

する移動用リフトに係る指定介護予防福祉用具貸与を行った場   
合は、指定介護予防福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別   
に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限り   
でない。  

巨 利用者が介護予防特定施設入居者生活介貢隻又は介護予防認知   

症対応型共同生活介護を受けている間は、介諌予防福祉用具貸   
与費は、算定しない。  

之 要支援者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び   

介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成11年厚生省   

告示第93号）第1項に規定する辛いす、同告示第2項に規定す   

る車いす付属品、同告示第3項に規定する特殊寝台、同告示第   
4項に規定する特殊寝台付属品、同告示第5項に規零する床ず   
れ防止用具、同告示第6項に規定する体位変換器、同告示第11   
項に規定する認知症老人排掴感知機器及び同告示第12項に規定   

する移動用リフトに係る指定介護予防福祉用具貸与を行った場   

合は、指定介護予防福祉用具貸与費は算定しない。ただし、別   
に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限り   
でない。  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知   
症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防福祉用具貸   
与費は、算定しない。  

ー46－   



ーーー ーi」－ふ一一一一二三i∴－一－ 一一 三÷  

○指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の頼の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十八号）（抄）  

（変更点は下線部）  

現  行  改 正 案  

別表  

指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表  

1 介護予防認知症対応型通所介護費   

イ 介護予防認知症対応型通所介護費（Ⅰ）   

（1）介護予防認知症対応型通所介護費（i）  

卜）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
a 要支援1  
b 要支援2  
に）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2  
（三）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2   

（2）介護予防認知症対応型通所介護費（ii）  

ト）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
a 要支援1  
b 要支援2  
に）所要時間4時間以上6時間未満の場合  
a 要支援1  
b 要支援2  
に）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2   

ロ 介護予防認知症対応型通所介護費（Ⅱ）   

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

卜）要支援1  

（二）要支援2   

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

別表  

指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表  

1介護予防藷知症対応型通所介護費   
イ 介護予防認知症対応型通所介護費（Ⅰ）   

（1）介護予防認知症対応型通所介言隻責（i）  

卜）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
a 要支援1  
b 要支援2  
に）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2  

（三）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

a 要支援1  

b 要支援2   

（2）介護予防認知症対応型通所介護費（ii）  

卜）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
a 要支援1  
b 要支援2  
に）所要時間4時間以上6時間未満の場合  
a 要支援1  
b 要支援2  
（三）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2   

ロ 介護予防認知症対応型適所介護費（Ⅱ）   

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
（一）要支援1  

（二）要支援2   

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

460単位  

509単位   

621単位  

691単位   

835単位  

さ34単位  

460単位  

509単位   

621単位  

691単位   

835単位  

934単位  

419単位  

462単位   

561単位  

624単位   

751単位  

839単位  

419単位  

462単位   

561単位  

624単位  

751単位  

839単位  

218単位  

230単位   

218単位  

230単位  
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311単位  

329単位  

ト）要支援1  

に）要支援2  

卜）要支援1  

（コ 要支援2  

311単位  

329単位  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合   

卜）要支援1  435単位   

に）要支援2  460単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  
て市町村長に届け出た単独型■併設型指定介護予防認知症対応  
型適所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービスの事業の  

人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに  
係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成1  

8年厚生労働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予防サービ  
ス基準」という。）第5条第1項に規定する単独型・併設型指  

定介護予防認知症対応型適所介護事業所をいう。以下同じ。）  

又は共用型指定介護予防認知症対応型適所介護事業所（指定地  
域密着型介護予防サービス基準第8条第1項に規定する共用型  
指定介護予防認知症対応型適所介護事業所をいう。以下同じ。）  
において、指定介護予防認知症対応型通所介護（指定地域密着  
型介護予防サービス基準第4条に規定する指定介護予防認知症  

対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施  
設基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、  

現に要した時間ではなく、介護予防認知症対応型退所介護計画   
（指定地域密着型介護予防サービス基準第42条に規定する介護  
予防認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられた内  

容の指定介護予防認知症対応型通所介護を行うのに要する標準  
的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者  
の数又は看護職貞（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）  

若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該  
当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す  

る。   

2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、  
所要時間2時間以上3時間未満の指定介護予防認知症対応型通  
所介護を行う場合は、注1の施設基準に掲げる区分に従い、イ   
（1）ト）若しくは（2）ト）又はロ（1）の所定単位数の100分の70に相当する  

単位数を算定する。   

3 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上   

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  
（－）要支援1  435単位   

に）要支援2  460単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  
て市町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応  
型通所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービスの事業の  

人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに  
係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成1  

8年厚生労働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予防サービ  

ス基準」という。）第5条第1項に規定する単独型・併設型指  

定介護予防認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）  

又は共用型指定介護予防認知症対応型適所介護事業所（指定地  
域密着型介護予防サービス基準第8条第1項に規定する共用型  
指定介護予防認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）  
において、指定介護予防言恵知症対応型通所介護（指定地域密着  

型介護予防サービス基準第4条に規定する指定介護予防認知症  
対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施  
設基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、  
現に要した時間ではなく、介護予防認知症対応型通所介護計画  
（指定地域密着型介護予防サービス基準第42条に規定する介護  

予防認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられた内  
容の指定介護予防認知症対応型通所介護を行うのに要する標準  

的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者  
の数又は看護枇員（看護師又は准看講師をいう。以下同じ。）  

若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該  

当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す  
る。   

2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、  
所要時間2時間以上3時間未満の指定介護予防認知症対応型適  
所介護を行う場合は、注1の施設基準に掲げる区分lこ従い、イ   

（1）（－）若しくは（2）H又はロ（1）の所定単位数の100分の70に相当する  

単位数を算定する。   

3 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上  
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l   

8時間未満の指定介護予防認知症対応型通所介護を行った場合   

又は所要時間6時間以上8時間未満の指定介護予防認知症対応   
型適所介護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場   

合であって、当該指定介護予防認知症対応型通所介護の所要時   
間と当該指定介護予防認知症対応型通所介護の前後に行った日   

常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下この注におい   

て「算定対象時間」という。）が8時間以上となるときは、算   
定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は50単位を、9時間   
以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に加算する。  
4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市   
町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1   

日につき50単位を所定単位数に加算する。  

8時間未満の指定介護予防認知症対応型通所介護を行った場合   

又は所要時間6時間以上8時間未満の指定介護予防認知症対応   
型通所介護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場   
合であって、当該指定介護予防認知症対応型通所介護の所要時   
間と当該指定介護予防認知症対応型通所介護の前後に行った日   

常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下この注におい   
て「算定対象時間」という。）が8時間以上となるときは、算   
定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は50単位を、9時間   
以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に加算する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市   
町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1   
日につき50単位を所定単位数に加算する。  

5 別lこ厚生労働大臣が定める基準に適■合しているものとして市   

町村長即予防認知症対応型通   

所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事   
業所において、瑚（平成1   
0年政令第412号）第2条第6号に規定する初老期における認知   
症によって法第7条第4項に規定する要支援者となった者をい   
う。以下同じ。）に対して、指定介護予防認知症対応型適所介   

護を行った場合には、若年性認知症利用者受入加算として、1   

日につき60単位を所定単位数に和算する。  

旦 指定介護予防認知症対応型通所介護を行う時間帯に1日120分   
以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業   

療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサ   
ージ指圧師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け   
出た指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者に対して、機   
能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種   
の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当   

該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個   

別機能訓練加算として、1日につき27単位を所定単位数に加算   

する。  

ヱ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   
長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし   
て、個別的に実施される栄養食手相談等の栄養管理であって、   

旦 指定介護予防認知症対応型通所介護を行う時間帯に1日120分   
以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業   
療法士、言言吾聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサ   
ージ指圧師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け   
出た指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者に対して、機   
能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種   
の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当   

該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個   

別機能訓練加算として、1日につき27単位を所定単位数に加算   

する。  

旦 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   
長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし   
て、個別的に実施される栄養食手相談等の栄養管理であって、  
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利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの  

（以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ  

た場合は、栄養改善加算として、1月につき100単位を所定単位   

利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの   

（以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ   

た場合は、栄養改善加算として、1月につき150単位を所定単位   
数に加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   
ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看  
護職鼻、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、  

利用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ  
ア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い．管理栄養士等が栄養改善  
サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的  
に記録していること。   

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する  
こと。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併  
設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は共用型指  
定介護予防認知症対応型通所介護事業所であること。  

邑 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   
長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ   
のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と   

して、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂   
食・喋下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用   
者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以   
下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行つ  

数に加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看  

護職貞、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、   
利用者ごとの摂食・喋下機能及び食形態にも配席した栄養ケ  
ア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に、従い管理栄養士等が栄養改善  
サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的  
に記録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する  
こと。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併  

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は共用型指  
定介護予防認知症対応型適所介護事業所であること。  

乙 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   
長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ   
のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と   

して、個別的に実施される口腔清掃の指導書しくは実施又は摂   
食・礁下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用   
者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以   
下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行っ   

た場合は、口腔機能向上加算として、1月につき100単位を所定  につき150単位を所定  た場合は、口腔機能向上加算として、1月   

単位数に加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置して   
いること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯   

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の   

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作   
成していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、   

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行ってい   
るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

単位数に加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置して   
いること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯   

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の   

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作   
成していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、   
歯科衛生士又は看護職鼻が口腔機能向上サービスを行ってい   
るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。   
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ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期   

的に評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併   

設型指定介護予防認知症対応型適所介護事業所又は共用型指   

定介護予防認知症対応型通所介護事業所であること。  

邑 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養   
介護、介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多   
機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護を受けて   
いる間は、介護予防認知症対応型通所介護責は、算定しない。  

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期  
的に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併  

設型指定介護予防認知度対応型適所介護事業所又は共用型指  
定介護予防認知症対応型通所介護事業所であること。   

旦 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養  

介護、介吉隻予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多  
機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護を受けて  
いる間は、介護予防認知症対応型通所介護費は、算定しない。  

ハ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  

村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応型適所介  
事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が、  

利用者に対し、指定介護予防認知症対応型適所介護を行った場合  
は、当該基準に掲げる区分に従い、1回につき次に掲げる所定単  
位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して  

いる場合においては、次lこ掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  12単位  

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  
2 介護予防小規模多機能型居宅介護費   

イ 介護予防小規模多機能型居宅介護費（1月につき）  
（1）要支援1  4，469単位  

（2）要支援2  7，995単位  

注1 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密  

着型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する指定介護  
予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）に  
登録した者について、登録者の要支援状態区釧こ応じて、登  

録して 

ただし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が  
定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると  
ころにより算定する。  

2 介護予防小規模多機能型居宅介護費   

イ 介護予防小規模多機能型居宅介護費（1月につき）   

（1）要支援1  4，469単位   

（2）要支援2  7，995単位   

注1 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着  
型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する指定介護予防  
小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）に登録し  
た者について、登録者の要支援状態区分に応じて、登録してい  

る期間1月につきそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、登  
録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定  

する。  

2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が提供する通い  
サービス（指定地域密着型介護予防サービス基準第44条第1項  
に規定する通いサービスをいう。）、訪問サービス（指定地域密  

ト ‥   

着型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する訪問サービ  
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スをいう。）及び宿泊サービス（指定地域密着型介護予防サー  

ビス基準第44条第5項に規定する宿泊サービスをいう。）の算  
者1人当たり平均回数が、  定月における提供回数について、登   

週4回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相当する単  
位数を算定する。   

旦 量塵量が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養  

介護、介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対  
応型共同生活介護を受けている間は、介護予防小規模多機能型  
居宅介護費は、算定しない。   

旦 堂塵量が－の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に  
おいて、指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域密着  
型介護予防サービス基準第43条に規定する指定介護予防小規模  

多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）を受けている間は、当  

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定介護  
予防小規模多機能型居宅介護事業所が指定介護予防小規模多機  
能型居宅介護を行った場合に、介護予防小規模多機能型居宅介  
護貴は、算定しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から  

起算して30日以内の期間については、初期加算として、1日につ  

き所定単位数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院  
後に指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した  

場合も、同様とする。  
ハ 事業開始時支援加算   

川瑚 500単イ立  （2）潮 300単位   
注1（川こついては、事業開掛後1年未満の指定介護予防小規模多  

機能型居宅介護事業所であって、算定月までの間、登録者の数  

が登録定員（指定地域密着型介護予防サ「ビス基準第47条に規  
定する登録定員をいう。1輝こ満たない手旨  

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所について、平成24年3  

月31日までの間、1月につき所定単位数を加算する」し  

2瀬後1年以上2年未満の指定介護予防  
小規模多磯節型居宅介護事業所であって、算定月までの間、登  

録者の数が登録定員の100分の80に満たない指定介護予防小規墜   

旦 剋旦量が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療  

養介護、介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知  
症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防小規模多  
機能型居宅介護費は、算定しない。  

旦 剋旦量が－の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所  
において、指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域  
密着型介護予防サービス基準第43条に規定する指定介護予防  

小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）を受けている  

間は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所以外  
の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が指定介護予  
防小規模多機能型居宅介護を行った場合に、介護予防小規模  
多機能型居宅介護費は、算定しない。  

口 初期加算  30単位   

注 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から  

起算して30日以内の期間については、初期加算として、1日につ  

き所定単位数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院  
後に指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した  
場合も、同様とする。  

－6－  



平成24年3月31日までの間、  多機能型居宅介護事業所について、   

1月につき所定単位数を加算する。  

ニ サービス提供体制化加算   
注 河‖こ厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町   

村長に届け出た指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が、  
登録者に対し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行った場  
合は、室蜘所定   

を  

500単位  

350単位  

350単位  

川 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

ほ） トビス提供体制強化加筆（Ⅱ）  

（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

3 介護予防認知症対応型共同生活介護費   
イ 介護予防認知症対応型共同生活介護費（1日につき）   831単位   

口 介護予防短期利用共同生活介護費（1日につき）  861単位   

注ユ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生  
労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た  
すものとして市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同  
生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準第70条第  

1項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所を  
いう。以下同じ。）において、指定介護予防認知症対応型共同生  
活介護（指定地域密着型介護予防サービス基準第69条に規定する  
指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）を  
行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、▲それぞれ所定  
単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関  
する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の97に相当する  
単位数を算定する。なお、利用者の数又は従業者の員数が別に厚  
生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が  
定めるところにより算定する。   

2 矧‖こ厚生労働大臣が定める施設基準lこ適合する指定介護予防遡  

知症対応型共同生活介護事業所であって、手旨定地域密着型介護予  

防サービス基準第70条第1項に規定する夜間及び深夜の勤務を行  
わせるために必要な数に1を加え七数以上の数の介護従業者1選  

定地域密着重介護予防サービス基準第70条第1項に規定する介塵  
従業者をいう。）を配置しているものとして市町村長に届け出た  

3 介護予防認知症対応型共同生活介護費   

イ 介護予防認知症対応型共同生活介護費（1日につき）   831単位   

口 介護予防短期利用共同生活介護費（1日につき）  861単位  

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生  

労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た  
すものとして市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同  
生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準第70条第  

1項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所を  
いう。以下同じ。）において、指定介護予防認知症対応型共同生  
活介護（指定地域密着型介護予防サービス基準第69条に規定する  
指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）を  
行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、それぞれ所定  

単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関  

する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の97に相当する  

単位数を算定する。なお、利用者の数又は従業者の員数が別に厚  

生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が  
定めるところにより算定する。  
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指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては、夜間  

ケア加算として、1日につき25単位を所定単位数に加算する。   3瀬第8条第16項lこ規定   
する掛れる   

ため、叩引こ指定介耗予防認知症対  

応型共同生活介卿引こ対  

し、指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入   

局を開始した日から起算して7日を限度として、1日につき200単   
位を所牢単位数に加算する。   

牛別に厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして市町   

村長に届け出た指定介護予卿こ   

おいて、雲脚知症対応   

型共同生活介護を行った場合には、若年性認知症利用者受入加算   
として、1日につき120単位を所定単位数に加算す坤注   
3を算零している場合は算定しない。  

ハ 初期加東  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について  

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  

蔓潮 400単位   

注 利用期間が1月を超える利用者が退居し、その居宅において介   

軒予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用する場合   

にぉいて、彗碑当該利用者及びその家族等に対   

⊥て埠唇後の介護予防サービス、地域密着型介桂予防サービスそ   
卯世の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行  
い、かつ、当該利用者の同意を得て、退居の甲から2週間以内に  
堅顧Rlトた6鮎胆眉間鮎良房那弱日頃日間蘭踊H罰ヨ旧臣／H璽 冒消H宅   

翠び老人介諌支援センター（老人福祉法（昭利嘩   
第20条の7の2に規定する老人介護支逢土地⊥」型昼   
地域包括支鱒センター（法第115条岬越   
包括支援センタ㈱劉犬況を   

示す文書を添えて当該利用者に係る介護予防サービス又は地域蜜   

着型介護予防サービスに必要な情報を提供した場合に、利用者1  

人につき1回を限度として算定する。  
ホ偲知症専門ケア加農   
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町   

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について  

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  
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事業所が、  村長に届け出た指定介護予防認知症対応  型共同生活介  

別に厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った   
場合には、牌従い、1日につき次に掲げる   

所定単位数を加算する。ただし、瑚、の加算を算  

定している場合においては、次lこ掲げるその他の加算は算定しな  
邑」   

（1）認知症専門ケア加算（Ⅰ）  3単位   （2）吉郷 4単位  
ヘ サービえ提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい‡るものとして市町  
某所が、  共 同生活介諌   予防認知症対応型  村長に届け出た指定介  

利用者に申し、指層介護予防認知症対応型共同生活介護を行った  

場合は、輝き次に掲げる所  
定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定  

その他の加算は算定しない。  している場合においては、次に掲げる   

川 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

ほ）tトービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  
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○指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十九号）（抄）  

改 正 案  現  行  

別表  

指定介護予防支援介護給付費単位数表  

介護予防支援費   

イ 介護予防支援費（1月につき）  

別表  

指定介護予防支援介護給付責単位数表  

介護予防支捜費   

イ脚 412単位  

注1 介護予防支援費は、利用者に対して指定介護予防支援（介護  
保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第58条第  

1項に規定する指定介護予防支援をいう。以下同じ。）を行い、  

かつ、月の末日において指定介護予防支援等の事業の人員及び  

運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的  
な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号。以  
下「基準」という。）第13条第1項の規定に基づき、同項に規  
定する文書を提出している指定介護予防支援事業者（法第58条  
第1項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。）について、  

所定単位数を算定する。  

旦 利用者が月を通じて介護予防特定施設入居者生活介言葉又は介  
護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型  
共同生活介護（介護予防短期利用共同生活介護費を算定する場  
合を除く。）を受けている場合は、当該月については、介護予  
防支援費は、算定しない。   

口 初回加算  叩0単位  

注 指定介護予防支援事業所（基準第2条に規定する指定介護予防  
支援事業所をいう。）において、新規に介吉隻予防サービス計画（法  

第8条の2第18項に規定する介護予防サービス計画をいう。）を  

作成する利用者に対し指定介護予防支援を行った場合については、  
初回加算として、＿L邑につき所定単位数を加算する。   

ハ働 300単位   

注瑚密着  

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域  

400単位   

注1 介護予防支援費は、利用者に対して指定介言隻予防支援（介護  
保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第58条第  

1項に規定する指定介護予防支援をいう。以下同じ。）を行い、  

かつ、月の末日において指定介護予防支援等の事業の人員及び  

運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的  
な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号。以  
下「基準」という。）第13条第1項の規定に基づき、同項に規  
定する文書を提出している指定介護予防支援事業者（法第58条  
第1項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。）について、  

所定単位数を算定する。   

旦 利用者が月を通じて介護予防特定施設入居者生活介護又は介  
護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型  

共同生活介護（介護予防短期利用共同生活介護黄を算定する場  
合を除く。）を受けている場合は、当該月については、介護予  
防支援費は、算定しない。  

ロ 初回加算  250単位   

注 指定介護予防支援事業所（基準第2条に規定する指定介護予防  
支援事業所をいう。）において、新規に介護予防サービス計画（法  

第8条の2第18項に規定する介護予防サービス計画をいう。）を   

作成する利用者に対し指定介護予防支援を行った場合については、   

初回加算として、⊥塾につき所定単位数を加算する。  
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密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の  

方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号。以下「指定地  
域密着型介護予防サービス基準」という。）第43条に規定する指  定介卿）の利用  
を開始する際に、彗抑隻予  

第1項に規定する指定介桂予防小規模多機能型居宅介護事業所を  
いう。以下同じ。）lこ提供し、当該指定介護予防小規模多機能型  
居宅介護事業所における指定介御用に係る計  

画（指定地域密着型介護予防サービス基準第44条第7項に規定す  
る指定介護予防サービス等の利用に係る計画をいう。以下同じ。）  
の作成等に協力した場合に、瑚だし、こ  
の場合において、利用開始日前6月以内lこおいて、当該利用者に  

皐る当該指定介御幸菓所の利用につ  

いて本加算を算定している場合は、算定しない。  

酪   
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